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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○　社会の変化や学校・子ども・保護者のニーズに的確に対応して、児童生徒の教育条件について
　引き続き充実を図る。
　
○　社会の変化や学校・子ども・保護者のニーズに的確に対応して、児童生徒の教育条件について
　引き続き充実を図ることにより、就学率の向上を目指す。
　

65.8% 60.8% 60.2% 68.3%

4.5% 3.1% 4.2% 2.9%

73.0% 71.2% 71.0% 74.2%

19年度 20年度 21年度

94.1%

　義務教育の実施は自治体の基本的な責務であり、その根幹である
小中学校の運営や就学前の幼児教育の充実は、社会の変化に対応し
ながら着実に推進する必要があるため、重要な施策である。

100.0%

入学者数／学齢簿数

入学者数／学齢簿数

区域外就学者数／学齢簿数

園児数／定員数

95.3% 92.7% 93.7%

施策の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定

関連部課名 教育委員会事務局庶務課、指導室、子育て支援部計画課

重点的に推進 重点的に推進

指
　
　
　
　
標

区内就学率（小学校）

区内就学率（中学校）

他区への区域外就学率
（中学校）

幼稚園定員充足率

100.0%

0.0%

指標に関する説明

　区立小中学校・幼稚園における教育活動を円滑に運営するとともに、地域や保護者の期待に応え
られる学校づくりを支援する。

○　区立小中学校に就学する児童生徒数は増加傾向にある。また、区内就学率は小学校で94％を超
　え、中学校でも74％を超える状況となっている。
○　幼稚園三歳児保育を平成20年４月から全園で実施している。
○　幼保一元化施設「汐入こども園」を第三中学校敷の暫定施設で地内平成20年４月に開設。平成
　22年４月からは、新設する汐入東小学校の１階部分に移転し、定員を倍増して充実を図る。

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

100.0%

18年度

内線
教育委員会事務局学務課
三枝　直樹 3330

施策名
部課名
課長名

施策No小中学校・幼稚園の運営① 04-07

行政評価
事業体系

分野 子育て教育都市[Ⅱ]

政策 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成[04]
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合　計

12-03-30 11,862 11,114 継続

12-03-35 61,993 62,977
重点的
に推進

12-03-13 8,626 9,546 推進

12-03-29 200,241 205,216 推進

8,646 8,866 継続

推進

16,264 17,463 継続

12-03-07 410,497 425,065 推進

330 121 継続 継続

12-01-09 8,106 7,933 継続

事務事業
No

施策推進のため
の分類

前年度
設　定

今年度
設　定

20年度

学校教育を補完・充実する事業
として今後も実施する必要があ
る。

学校保健法により実施する義務
がある。
小学校運営の基本的な経費を確
保するものであり、必要度は高
い。

分類についての説明・意見等

地域に開かれた学校として円滑
な関係を構築するため、継続し
ていく。

法に基づき保護者に子どもの就
学義務を履行させるための手続
である。

19年度

就学事務

12-03-36 23,304 0

12-03-37 ― 26,914汐入こども園管理運営費

幼稚園管理運営費

学校行事(中学校）

汐入こども園の整備

大型備品整備

施策を構成する事務事業の分類

教職員互助会補助

学校交際費

中学校管理運営費

学校プール運営

事務事業名
決算額（千円）

教職員健康診断

学校行事(小学校）

小学校管理運営費

12-03-01

12-03-05

12-03-12

継続12-01-06 3,332 3,114 継続

12-03-39 ― ― ―

継続

継続

推進

継続

重点的
に推進

―
重点的
に推進

事業内容を見直しつつ、継続し
て実施する。

児童生徒の基礎体力づくりに有
効であり、優先度は高い。
中学校運営の基本的な経費を確
保するものであり、必要度は高
い。

重点的
に推進

推進

継続

学校教育を補完・充実する事業
として今後も実施する必要があ
る。
幼児教育の重要性及び少子化対
策の観点からも、区として幼稚
園教育を充実させる必要性は高
い。

753,201 778,329

老朽化等により授業や業務に支
障をきたしている備品が多く、
必要性は高い。

重点的
に推進

重点的
に推進

再開発事業の進捗にともない
ファミリー層が増大する当該地
域において、幼稚園需要及び保
育園需要に対応するために不可
欠である。
再開発事業の進捗にともない
ファミリー層が増大する当該地
域において、幼稚園需要及び保
育園需要に対応するために不可
欠である。


